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全国慶應学生会連盟規約 
 
第一章 総則 
（名称）  
第一条 本連盟は慶應義塾大学全国慶應学生会連盟と称する。  
（目的）  
第二条 本連盟は各地慶應学生会相互の親睦、連携を保ち、各地学生会の健全な育成援助を図るととも

に、地方文化の交流につとめ、塾風の宣揚を推進することを目的とする。  
（構成）  
第三条 本連盟は各地学生会を以て構成する。  
（本部）  
第四条 本連盟は本部を東京都港区三田二丁目十五番四十五号慶應義塾大学内全国慶應学生会連盟ルー

ム内に置く。  
（役員）  
第五条の一 本連盟には次の役員を置く。  
1 会長  
2 顧問  
3 常任委員  
二 会長には原則として塾長を戴く。  
三 顧問には本塾教授を戴く。  
四 常任委員については別にこれを定める。  
（評決機関）  
第六条の一 本連盟は次の評決機関を置く。  
1 代表委員会  
2 常任委員会  
二 各委員会についてはそれぞれ別にこれを定める。  
 
第二章 学生会 
（学生会の権利、義務）  
第七条の一 各地学生会はその地域において、本連盟全体としての活動に参与し、積極的にその発展の

ために努力する権利を有し、義務を負う。  
（役員）  
第七条の二 各地学生会には次の役員を置く。  
1 会長  
2 顧問  
3 代表  
4 副代表  
5 その他各地学生会が必要と認める役員  
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三 会長は本塾教授、助教授、専任講師とする。但し、必ずしも置く必要はない。  
四 顧問は本塾に縁のある者とする。但し必ずしも置く必要はない。  
五 その他役員については、各地学生会員とする。  
（加盟学生会の資格及び諸手続き）  
第八条の一 各地学生会は毎年納会までには役員の改選を行い、常任委員が定める期日までに組織届三

通・学生会規約及び一定の書類を常任委員会に提出しなければならない。  
二 削除  
三 各地学生会は料金の徴収の有無にかかわらず何らかの集会・事業を行うときには事前に常任委員会

に相談しなければならない。但し、以下の項目に当たるものについては、集会・事業届は免除される。  
一、次に掲げる目的で、飲食を伴うもの  
新入生歓迎、卒業生祝賀、年末の慰労、年始の祝賀  
二、その他各学生会が必要と判断し、全責任を負うもの  
第八条の四 第八条の一が行われなかった場合、または第十一条の二において代表が除名となり、三十

日以内に新たに代表が立てられなかった場合、当該学生会は休会となる。  
（新規学生会の諸手続き）  
第九条その一 新たに本連盟に加入しようとする学生会は組織届三通、規約及び指定の書類を提出し、

代表委員会・常任委員会の承認を得なければならない。  
二 学生会設立に置いては、連絡その他実 際活動に際して支障の起こらない範囲の一地域に、複数の

塾生が存在することを要する。  
三 塾生の入会に際して、その出身地域に関するもの以外の事項により、入会を規制する会の加入は認

められない。  
四 既成の学生会から新たに独立して学生会を設立する場合、または合弁を成すときは、既成学生会代

表者・常任委員会・新設学生会発起人の三者の間で予め話し合い、合意しなければならない。  
（学生会細則既定）  
第十条 学生会活動における細則既定は本連盟の趣旨に基づき、各地学生会が各々これを定める。 
（除名及び懲戒）  
第十一条の一 本連盟の趣旨並びに規約に反した行為のあった学生会に対しては、代表委員会及び常任

委員会の審議、議決により除名または懲戒に処すことができる。（学生会の権利、義務）  
二 各地学生会代表は、第七条を果たすため、誠意を持って各地学生会を運営する義務を有し、規約に

反する行為があった場合、あるいは代表たる資格を疑われるような言動があった場合、程度によっては

代表委員会および常任委員会の決議によって警告、解任等の処分を受ける。（代表の責任）  
三 代表の除名に関しては、常任委員会の構成委員総数の三分の二以上を持って決議した後、代表委員

会にはかり、構成委員総数の三分の二以上の出席のもとで、その三分の二以上の決議を以て決せられる。  
四 代表が除名処分となった場合、当該学生会は３０日以内に新たに代表を立て、常任委員会に申告し

なければならない。なお、除名処分となった者が代表に再任することはできない。  
 
第三章 代表委員会 
（代表委員会の地位）  
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第十二条 代表委員会は本連盟の最高機関である。  
（構成委員）  
第十三条 代表委員会は各地学生会の代表、常任委員会、その他役員を以って構成する。  
（常会）  
第十四条の一 代表委員会は休暇中を除き、毎月開催されることを原則とする。但し、活動報告を受け

る等代替手段を講じた場合はその限りでない。  
二 代表委員会議長は各代表委員会の開催に当たって、その七日以上前に予めその日程等を各地学生会

に明示しなければならない。  
（特別会）  
第十五条の一 学生会代表者数の四分の一以上が要求する場合及び常任委員会が必要と認めた場合には、

代表委員会議長は遅滞なく特別代表委員会を開催しなければならない。  
（議決権）  
第十五条の二 各地学生会代表並びに常任委員のみ議決権を有する。但し、常任委員が議長並びに書記

を努める場合、その者の議決権は停止する。  
（定足数及び開会・議事進行に関する規定）  
第十六条の一 代表委員会の開催に当たっては常任委員会が議案を付し、各地学生会に代表に原則とし

て常会の場合は三日以上前に、特別会の場合は前日までに明示しなければならない。  
二 代表委員会における定足数は委任状・代理人を含め構成員総数の二分の一以上かつ、常任委員の三

分の二以上を必要とする。  
三 代表委員会の議事進行に関しては年度の第一回代表委員会の席上、議長及び書記を各地学生会所属

の者から選出する。但し、議長、書記が欠席、もしくは未定の場合は代表委員会責任者が暫定的にその

役を努める。  
四 代表委員会の議決はこの規約に特別の定めのある場合を除いては、出席委員の過半数でこれを決し、

可否同数の場合は議長の決するところによる。  
（代表委員会の義務）  
第十七条 各地学生会の代表は信義公正の原則に従って、議事進行に参与する義務を負う。  
（委任状及び代理人）  
第十八条 代表委員会に出席できない事情のある代表委員は、委任状を付して自己の代理人を代表委員

会に出席させるか、もしくは委任状を代表委員会議長に提出しなければならない。  
 
第四章 
（地位）  
第十九条 常任委員会は第票委員会の協力に基づき、本連盟事務局としての全組織の有機的な連絡・運

営の機関である。  
（構成及び組織）  
第二十条の一 常任委員会はこの規約に定められたところに従って選出された委員を以て構成される。  
二 常任委員には次の役職を置く。  
1 委員長  
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2 財務  
3 総務  
4 内務  
5 広報  
6 企画  
7 渉外  
8 三田祭担当  
9 その他役員  
二 常任委員の役職は現常任委員会の指名若しくは新常任委員の互選により決定する。但し、指名制・

互選いずれを採用するかについての決定権は現常任委員会が有する。  
三 同一学生会出身者が委員長・副委員長あるいは一役職を独占して占めることはこれを認めない。  
（常任委員の任期）  
第二十条の二 常任委員の任期は納会の翌日から翌年の納会までとする。但し、その後翌年度の引継ぎ

期間においては、必要に限り二週間を超えない範囲で延長することができる。  
三 常任委員は重任、留任、再任など複数年することができない。  
（常任委員の選出方法）  
第二十一条の一 新常任委員選出に際しては代表から広く意見を求めた上で現常任委員会の推薦の下で

の立候補制をとる。現常任委員会が推薦を行うに当たって、事前に書類、面接などの審査を行うことが

できる。  
二 常任委員立候補の各地学生会枠は一名する。ただし、常任委員会が可と認めた場合はその限りでは

ない。  
三 新常任委員選出に際して、投票権は各地学生会代表及び現常任委員が一票ずつ有する。新常任委員

を選出する代表委員会の定足数は構成総数の三分の二以上とし、選挙に出席した委員の三分の二以上の

信任票を得るを以て選出されるものとする。尚、選出は原則として年度最終の代表委員会に於いて行わ

れるものとする。  
四 削除  
五 常任委員会総務は選挙管理委員となり、当該選挙終了までその管理・運営を行う。  
六 選挙管理委員会は、前日までに公示を行わなければならない。  
（被選挙権）  
第二十二条の一 常任委員に立候補しようとする者は次の各項全てを満たさなくてはならない。  
1 慶應義塾大学に在籍し、現に三年生であり、四年に進級する見込みがある者。  
2 各地学生会に所属の者。但し、本人が 全慶連の発展。学生会の育成に確固たる信念を有し、現常任

委員会が全会一致で可とする場合にはその限りではない。  
3 任期中に顧問を除く学生会役員を兼務しないもの。  
4 任期を通して常任委員として自覚を持て行動できる見込みのある者。  
5 本連盟発展のために努力する見込みのある者。  
6 各地学生会を公平に扱うことのできる者。  
二 前項の一について満たさなくとも三回生である場合、常任委員会が全会一致で推薦を決定し、代表
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委員会に於いて５分の４以上の信任表が得られる場合は常任委員になることができる。  
（常会）  
第二十三条 常任委員会常会は毎週一回定期的に開催しなければならない。但し、長期休暇など特別な

理由がある場合はその限りではない。  
（特別会）  
第二十四条 常任委員長は常会以外に常任委員総数の三分の一以上が必要と認めた場合には、特別会を

開くことができる。  
（定足数及び開会・議事進行に関する規定）  
第二十五条の一 常任委員会の開催に当たっては各常任委員が議案を付し原則として三日前に明示しな

ければならない。また、議長との間で事前に話し合うことを要する。但し、緊急の場合はこの限りでな

い。  
二 常任委員会における定足数は、委任状を含め常任委員総数の三分の二以上とし、議事はこの規約に

特別の定めある場合を除いては、出席議員の過半数を持って決し、可否同数の場合には議長の決すると

ころによる。  
（常任委員会の責任）  
第二十六条 常任委員会はその活動を通して、代表委員会に対してその責任を負う。  
（常任委員の責任）  
第二十七条の一 常任委員は誠意を持って条に二院会活動に参与する義務を有し、規約に反する行為が

立った場合、あるいは常任委員たる資格を疑わしむる如き言動があった場合、警告、程度によっては代

表委員会程度によっては代表委員会および常任委員会の決議によって除名等の処分を受ける。ことに、

常会・特別会で無届欠席連続二回に及ぶとき、また一ヶ月間に 3 回欠席をなす時には、常任委員会は警

告を発し、除名することができる。  
二 常任委員の除名に関しては常任委員会の構成委員総数の三分の二以上を持って決議したる後、代表

委員会にはかり、構成委員総数の三分の二以上の出席のもとで、その三分の二以上の決議を以て決せら

れる。  
三 常任委員に欠員が生じた場合、常任委員長は常任委員会の決議のもとに、本規約に定められたとこ

ろに従い補欠選挙を実施することができる。  
（解任請求及び決議）  
第二十八条の一 解任の請求に関しては、代表委員会の構成委員総数の四分の一以上、あるいは常任委

員会のそれの五分の三を以てこれを行い得る。  
二 常任委員長は前項規定による常任委員会請求があった場合には、ただちに代表委員会に於いて議題

に付さなければならない。尚、決議に関しては本規約第二十七条②に準ずる。  
（辞任決議）  
第二十八条の二 常任委員が辞任意を表したとき、決議に関して本規約二十七条の二に準ずる。  
（常任委員会補佐のための役員）  
第二十九条の一 削除  
（秘書室）  
第二十九条の二 常任委員会は、その補佐として秘書室を設けることができる。これについては別に定
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める。  
（特別部会）  
第二十九条の三 常任委員会は特定の事業に際し、常任委員会内に特別部会を設ける事ができる。これ

については別に定める。  
 
第五章 会計 
（年度）  
第三十条 本連盟の会計は毎年四月一日に始まり翌年三月三十日に終わる。  
（予算）  
第三十一条 本連盟の会計収入は自治会費と寄付金及びその他の事業により生ずる収益資金を以ってこ

れに当たる。  
（決算及び予算の報告）  
第三十二条 常任委員会財務は会計報告として決算及び予算の報告書を常任委員会に提出し、その承認

を受けなければならない。  
（財務の権能）  
第三十三条の一 常任委員会財務は常任委員会の承認により金銭の出納を行わなければならない。但し、

日常の業務に関するものについてはこの限りでない。また、承認は事後のもので足りる。  
二 事情等により常任委員会事業などの会計を財務以外の常任委員が努める場合は予算書を常任委員会

に提出の上、その承認を得、その会計終了後はただちに決算報告書を常任委員会に提出し、承認を得な

ければならない。  
 
第六章 規約改正 
（規約改正）  
第三十四条 本規約の改正は代表委員会の総数の三分の一以上、または常任委員会三分の二以上の賛成

があった場合、常任委員長は議題として代表委員会に付さなければならない。この承認には代表委員会

総数の三分の二以上の承認を必要とする。  
 
第七章 補足 
（施行期日）  
第三十五条 本規約並これに付随する細則は昭和五十九年四月二十七日からこれを施行する。  
 
附則 
（改正）  
その一 平成八年四月一日施行 
第五条の一、第五条の四、第六条の一、第七条の三、第七条の四、第七条の五、第七条の六、第八条の

一、第八条の二、第八条の三、第九条の四、第九条の五、第十一条、第十三条、第十四条の二、第十五

条の二、第十六条の一、第十六条の二、第十六条の三、第十八条、第二十条の二、第二十条の三、第二

十一条の一、第二十一条の二、第二十二条の一、第二十二条の二、第二十七条の一、第二十八条の二、
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第二十九条、第二十九条の二、第二十九条の三 以上 
 
その二 平成十七年十二月三日施行 
第八条の一、第十四条の一、第二十条の二、第二十条の三、第二十一条の一、第二十一条の五、第二十

五条の一、第三十二条の一 以上 
 
その三 平成十八年十月二十一日施行 
第八条の四、第十二条の二、第十二条の三、第十二条の四 以上 
 


